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FCPにおける協働の枠組み
の構造と発展可能性の構造と発展可能性

平成24年11月17日
政策研究大学院大学

神井 弘之



本日のテーマ

• 「協働の枠組み（プラットフォーム）」につ
いて

• FCPの構造「協働の枠組み」の特徴

• FCPで開発された社会技術の特徴FCPで開発された社会技術の特徴
開発プロセスの特徴

具体的な例

機能面の特徴

• 「協働の枠組み」の発展可能性
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「協働」の捉え方
「食品産業の将来ビジョン」（平成２４年３月農林水産省）から

「協働」
「広く関係者が目的を共有し、それぞれの資源や特性

を持ち寄って、協力して共に働く「協働」を目指すことが
求められている」（p25）

他の「協働」の定義例
• 「複数の組織ないしは行為者が、対等な資格で、政策的課題の解決のために、領

域横断的に行う、自発的かつ透明で開かれた協力関係ないし共同作業である」
（稲生、 2010）

• 「相互の特性の認識・尊重」を基礎として、相互に「対等関係」のもとで、「協調」し
ていくこと。」（ 「市民活動団体（NPO)と行政のパートナーシップのあり方に関する
研究報告」自治省、2000）

• 戦略的協働とは、「NPO、政府、企業という３つの異なるセクターに属する参加者
が、単一もしくは２つのセクターの参加者だけでは生み出すことが不可能な新しい
概念や方法を生成・実行することで、多元的な社会的価値を創造するプロセス」
（小島・平本、2011）
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「協働の枠組み（プラットフォーム） 」
「食品産業の将来ビジョン」（平成２４年３月農林水産省）から

• パートナーシップの強化を図るため、「協働の枠組み
（プラットフォーム）」を構築し、共通の課題を抽出して、
標準化や必要な技術の開発、改良等の解決策を見
出していく。（p22）

• 当事者間で利害関係が複雑に絡み合い 情報や認• 当事者間で利害関係が複雑に絡み合い、情報や認
識の共有が進みにくいという現状の中で、こうした取
組を進めるにあたっては、行政が場の運営に携わり、
フードチェーン当事者等が目的を共有し、初期段階か
ら一体となってコミュニケーションしながら、課題解決
に取り組んで行く「協働の枠組み（プラットフォーム）」
を構築していくことが効果的である。（p25）

※下線、文字色は報告者による
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ＦＣＰ立ち上げの背景

消費者ニーズの多様化

加工技術等の高度化

フードチェーンの複雑化

消費者リテラシーの低下

食への信頼低下

検査、証明等の社会的コストアップ

規制強化待望論

事件、事故の続発
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基本的な考え方

 食品事業者の自主的な
「見える化」

 意欲的な取組への適正な

「食への信頼」課題解決の取組方向
公益（消費者の信頼確保）の実現と経営発展を同軸で捉える

留意すべき事項

 フードチェーン当事者は多
種多様
 単独事業者では限界
 業種横断的な視野が必要
 関係者の利害は相反 意欲的な取組への適正な

評価

 信頼向上のための取組の
発展

 フードチェーン全体の透明
性向上

関係者の利害は相反

 「信頼」問題に絶対的な解
は存在しない
 顧客志向の対応が基本
 自律的な対応が必要
 社会情勢に柔軟に対応

情報・知見の総動員必要
「協働」が求められる
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FCP以前の主なステークホルダーの状況

協働への期待 協働の懸念事項

食品
メーカー

 自社取組の説明コスト低減、評価獲得
 情報開示による新たなビジネスチャンス

 同業他社の「見える化」による自社の業
務リスクの低減

 取引先の「見える化」による自社の業務
リスクの低減

 意欲的な事業者、支援機関との交流活
性化

 製造のノウハウ、情報の流出
 取引先からの要求、圧力の高まり
 情報開示競争激化によるコスト増
 勝手格付け等による評判悪化

 普及が進まぬ場合の協働作業コ
ストの空費

 フリーライダーの存在
性化

食品小
売・卸売

 自社取組の説明コスト低減、評価獲得
 情報開示による新たなビジネスチャンス

 取引先の適「見える化」による自社業務
リスクの低減

 良質な商品の発掘コスト低減

 意欲的な事業者、支援機関との交流活
性化

 調達、販売に関するノウハウ、情
報の流出

 情報開示競争激化によるコスト増
 勝手格付け等による評判悪化

 普及が進まぬ場合の協働作業コ
ストの空費

 フリーライダーの存在

支援機関

（金融・自
治体等）

 支援対象に関する情報収集コスト低減
 支援対象の業務上のリスク低減

 意欲的な事業者、支援機関との交流活
性化

 支援上のノウハウ、情報の流出

 普及が進まぬ場合の協働作業コ
ストの空費

 フリーライダーの存在
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「協働の枠組み」への参加条件

＞
参加自体のメリット

 参加への社会的評価

参加のコスト

 研究活動等への参加コスト

 自社の差別化情報等が漏えい
するリスク

 取引先との交渉で不利益を被る
リスク

 情報開示によるバッシング等の

社会技術が普及した場合のメリット

 コミュニケーションコストの低減
 フード・チェーンの透明性向上による

経営上のリスク低減
 新たなビジネスチャンス増大
など

 参加 の社会的評価
 既存取引先との関係維持
 異業種、同業種のネットワーク構築
 自社内コミュニケーションの活性化
など
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参加の判断を左右する要因
参加同業者、参加取引先の数の拡大（「協働の枠組み」の規模、成果物の普及可能性）
透明性、公平性が確保され、不利益を被らない場の運営ルールの明示と徹底
 「協働の枠組み」参加が公益性の高い活動である旨のオーソライズ（公的主体の関与）
その時点での消費者の食の安全・安心に対する関心の高まり

リスク
など



参加を促すFCPのデザイン

 対象分野を協働に適する「消費者の食への信頼向上」と明
確化し、競争の発想と切り離し。個別の利害調整は行わな
い前提を確立。

 「規制でなく、前向きな取組で信頼を高める」基本姿勢を明
示（足切りの発想を否定）。WIN-WINの取組を模索する方針。

 NW参加事業者名を公表すること等で、同業他社、取引先等
の動向を見て 参加の判断を容易にの動向を見て、参加の判断を容易に。

 基本理念、運営方針、各種作業の目的等の公表に加え、意
見交換のプロセスなどの途中経過も随時公表し、透明性を
確保。

 各種作業への参画は、守るべき条件を提示して、手上げ方
式とし、公平性を確保。

 農林水産省が、公正中立な立場として、場の運営に携わる
方針を明示。
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FCP基本理念
「食」への信頼、見える化計画

ＦＣＰ（フード・コミュニケーション・プロジェクト）は、食品事業者、関連事業者、
行政、消費者等の連携により、消費者の「食」に対する信頼の向上に取り組む
プロジェクトです。

「食」の供給に携わる食品事業者は、その社会的な使命として、消費者の
「食」に対する信頼の向上に取り組む必要があります。また、食品事業者を支
える関連事業者等も 食品事業者の活動を通して 消費者の「食」に対する信える関連事業者等も、食品事業者の活動を通して、消費者の「食」に対する信
頼向上に関わることが大切です。

食品が食卓に届くまでのフード・チェーンは長く、複雑で、一食品事業者や一
関連事業者等の個別の努力のみでは、消費者の「食」に対する信頼を高めて
いくことは困難です。さらに、信頼を高めるためには、事業者と消費者の相互
理解と、消費者からのアプローチも必要となります。

このため、ＦＣＰは、立場の異なる食品事業者や関連事業者、そして消費者を
結び付ける共通言語である「協働の着眼点」を活用しつつ、事業者と事業者、
事業者と消費者の対話をベースとした協働の取組みを進めることで、フード・
チェーン全体において食品事業者の取組みの「見える化」を進めていきます。

※下線、太字は報告者による

10Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.



FCP行動指針
ＦＣＰに参加する者は、ＦＣＰの基本理念に則り、以下の行動指針を遵守するも
のとします。

1. 消費者の食に対する関心や期待に向き合い、「食」に対する信頼の向上に主体
的に取り組みます。

2. 消費者の「食」に対する信頼の向上という共通の目的のために、業種・業態等
の立場や利害の違いを越えた協働を進めます。

3. 協働による相乗効果を発揮するために、公平性、透明性を重視するとともに、
多様性を尊重し、お互いにとってより良い解（WIN-WINの関係）を探す姿勢を保
ちます。

4. 「協働の着眼点」を、社内、事業者間、さらに、消費者とのコミュニケーションの
ツールとして活用し、協働の取組みを進めるためのツールとしても積極的に活
用します。

5. 「協働の着眼点」の活用を拡大、発展させていくため、その活用に関する情報
共有や意見交換に努めます。

6. 法令を遵守することはもとより、「食」に対する信頼の向上に関わる事業者とし
ての社会的責任を意識して行動します。

7. 「食」に対する信頼の向上を終わりのない挑戦と捉え、「協働の着眼点」の改善
に寄与するとともに、ＦＣＰの持続的発展に貢献します。

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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行動指針のキーワード

1. 「食」に対する信頼の向上に主体的に取り組み

2. 共通の目的のために、業種・業態等の立場や利害の
違いを越えた協働を進め

3. 「協働による相乗効果を発揮」「公平性、透明性を重
視」「多様性を尊重」「WIN-WINの関係を探す姿勢」視」 多様性を尊重」 WIN WINの関係を探す姿勢」

4. 「協働の着眼点」を…積極的に活用

5. 情報共有や意見交換に努め

6. 社会的責任を意識して行動

7. 「「食」に対する信頼の向上を終わりのない挑戦と捉
え」「FCPの持続的発展に貢献」
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あらゆる場面で、意欲的な食品事業者等の主体的な

参画を働きかけ
１

２
食品事業者等の着目すべき行動のポイントとして、

共通言語、「協働の着眼点」を取りまとめ

ＦＣＰの取組推進のステップ

３

４

「協働の着眼点」やそれを基に開発したツールを用

いて、情報の受発信を活性化＝「見える化」

意欲的な行動が適正に評価される機会を増大、

フードチェーン全体で透明性向上
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農林水産省の呼び掛ける研
ＦＣＰの活動について情報共

有 意見交換等を行うＦＣＰ報

まず、情報共有ネットワークへ参加して、

FCPへの賛同を表明、関係者と情報を共有

ＦＣＰへの参画パターン

究活動、普及活動等へ参加

ネットワーク参加者が催す研

究活動、普及活動等への参加

FCPの提案する仕組みやツールを活用して

それぞれの事業活動を展開

有、意見交換等を行うＦＣＰ報

告会への参加

ＦＣＰの運営等に関する提案、

意見提出

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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社会技術開発の観点から見たFCPの構造（イメージ）

手
上
げ
で
主
体

FCPの構造は、共通の理念、行動指針を掲げた上で、
多様なステークホルダーが、それぞれの望む形で、主
体的に「協働の枠組み」に参画できるようデザイン。

情報共有ネットワーク
15

体
的
に
参
加

研究会

社会技術の開発等

地域ブランチ

社会技術の普及等

勉強会

社会技術の普及等



協働の枠組みの運営の考え方

協 働 競 争

FCPの運営では、「協働」の考え方に則した方針を明示
して、それぞれの場を設定。随時、参加者の意見聴取
等も行って、プロセスをデザイン。

協 働 競 争

WIN-WIN
相手の意見傾聴
同じところ探し

DIALOGUE
標準化・共有化

ZERO-SUM
自分の意見主張
違うところ探し

DEBATE
差別化・差異化
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協働のためのプロセスデザイン

全ての作業・対話の場について、協働に取り組みやすい場の設定、
作業のプロセスデザインを意識。

※ 「協働の着眼点」策定作業グループのプロセスデザインの例
 基本的な方針を明示しての手挙げ方式での参加
 作業グループの運営方針、編成等についても関係者のヒアリングを基に設計

製造・卸・小売の業種別のグループ編成
 「取引先と同じ場 は率直な意見交換が難しい との声に配慮（次の研究会段階 は 「取引先と同じ場では率直な意見交換が難しい」との声に配慮（次の研究会段階では、

業種横断的な場の設定に移行）

衛生管理、サプライチェーンマネジメント、消費者コミュニケーショ
ンの観点別編成
匿名による参加募集
 次の研究会段階では、参加企業・団体名公開を前提とした募集に移行

話合いの雰囲気醸成
 お互いの自己紹介からスタートするなど、「そもそも論」のしやすい雰囲気を醸成する

よう、プロセスをデザイン
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研究会での場のルール

各研究会では、「研究会の参加者にお守りいただきた
い事項（検討作業におけるルール）」として以下を提示

• ステークホルダー間でのWIN-WINの関係づくりを重
視すること

建設的 効果的な意見交換に貢献すること• 建設的・効果的な意見交換に貢献すること
（批判に終始せず、対案を提示するように努めるこ
と）

• 個別の組織や団体に対する、誹謗・中傷は行わな
いこと
（研究会においては、事業者間の利害調整等は行
いません）
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ＦＣＰで開発されて来た社会技術の例
「協働の枠組み」によって開発された社会技術の主な例をあげれ
ば、以下のとおり。

「協働の着眼点」
 FCPの共通言語、食品事業者の行動のポイント

「FCP共通工場監査項目」
 工場、加工場に対するチェックを効率的に行う場、加 場に対するチ ックを効率的に行う

「FCPダイアログ・システム」
 消費者コミュニケーションを効果的に行う

「FCP展示会・商談会シート」
 商品と取組について効果的に伝える

真面目に頑張っている事業者がキチンと評価

フードチェーン全体の「見える化」（透明性向上）
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社会技術の典型的な開発プロセス

①実際の取組の棚卸し

②利用目的に応じて分類・整理

社会的課題＝ニーズの抽出、作業の設定

作業グループの公募、編成
フ
ィ
l②利用目的に応じて分類・整理

③標準化（一次的な成果物）

④実務での試行、結果のフィードバック

⑤成果物として取りまとめ

ネットワーク等を通じた実用、普及

ド
バ
ッ
ク
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「協働の着眼点」

具体的な社会技術（ツール）の例①

協働の着眼点」

FCPの活動基盤「共通言語」

21



「協働の着眼点」作成プロセス

「協働の着眼点」ができるまで

作業グループには、計70社から社員

が参加、42回の会議を開催

（観点別36回＋業種合同6回）

 食品製造、卸売、小売の業種別、

業種 観点 開催回数 参加企業数

製造

衛生管理 5 14

サプライチェーンマネジメント 4 9

消費者コミュニケーション 5 15

衛生管理 3 4

〔平成20年度作業グループ〕

衛生管理、サプライチェーンマネジ

メント、消費者コミュニケーションの

観点別の９グループを編成

 第一線で活躍する社員延べ400名

近くが参画

 業務実態に則した積み上げの検討

作業を展開

卸売

衛生管理 3 4

サプライチェーンマネジメント 3 6

消費者コミュニケーション 3 5

小売

衛生管理 4 5

サプライチェーンマネジメント 4 7

消費者コミュニケーション 5 5

合計 ３６ ７０
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協働の着眼点〔業種別〕
業種別の「協働の着眼点」は、「大項目」、その下の「中項目」、さ

らにその下の「小項目」の樹形図。
策定作業では、参加者が実際の業務の具体例を棚卸し、これを

「小項目」にまとめ、これを課題毎に「中項目」にまとめ、これを取組
分野でまとめるという、積み上げの標準化作業を実施。

〔大項目〕 〔中項目〕 〔小項目〕 〔具体例〕

消費者の信頼向上に向
けて共有されるべき食品
事業者の取組の分野

食品事業者に
おける課題

食品事業者の課題
に対する対応

小項目の具体的
実践方法を例示
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①お客様から収集した情報を集約して管理している

（１）【情報収集】

①お客様から情報を受け取る手段を整備し、お客様に選
択肢として提供している ●

③お客様以外から幅広く情報及び要望を収集している●

②お客様に働きかけることにより、お客様からの意見を積
極的に収集している

（３）【適時 適切なお客様対応】

①お客様からの問い合わせに対して、正確な情報を提供
できるように対応している

（２）【収集した情報の管理】

１１．【お客様から
の情報の収集（※38）、
管理及び対応】
クレームを含むお客様からの情報
を収集及び管理し、適時、適切な
対応を行っている

③お客様から収集した情報を関係者において共有し、必
要な情報を関連先まで伝達している

②お客様から収集した情報を分類及び分析している

協働の着眼点（業種別）製造版 ～抜粋～

（２）【正確でわかりやすい情報提供】
◆

（３）【適時、適切なお客様対応】
②お客様からのクレームに適切に対応している

①商品パッケージ及び販促資材により情報を提供してい
る●
②商品パッケージ及び販促資材以外に適切な仕組みを用
いて効果的に情報を提供している●

③お客様からの意見を商品及びサービスの改善につなげ
ている

１２．【お客様への
情報提供（※39）】
お客様に提供する食品に関する情
報を、適切な情報量かつお客様が
理解しやすく正確な内容で、お客
様が入手しやすい手段を用いて提
供している

（１）【効果的な手段による情報提供】
◆

①法令に基づく商品情報の提供をしている◆

②お客様のニーズに対応した商品情報を、わかりやすく提
供している◆

③食品の長所だけでなく、短所についても、必要に応じて
お客様に情報を提供している◆

④安全かつ適切な食品を提供するための取組に関する情
報を提供している◆Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.



協働の着眼点[業種横断版]

お客様に関するコミュニケーション取引先に関するコミュニケーション社内に関するコミュニケーション

１ お客様を基点とする企業姿勢の明確化 ２ コンプライアンスの徹底

３
安全かつ適切な食品の提供
を す る た め の 体 制 整 備

４ 調 達 に お け る 取 組

７
持 続 性 の あ る 関 係 の
た め の 体 制 整 備

10
お客様とのコミュニケー
ションのための体制整備

お 客 様 か 情 報

緊急時に関するコミュニケーション

４ 調 達 に お け る 取 組

５
製造における取組 【製造】

保管・流通における取組 【卸売】

調理・加工における取組【小売】

６ 販 売 に お け る 取 組

14
緊 急 時 を 想 定 し た
自 社 体 制 の 整 備

15
緊急時の自社と取引先と
の 協 力 体 制 の 整 備

16
緊急時のお客様とのコミュ
ニケーション体制の整備

８ 取 引 先 と の 公 正 な 取 引

９
取 引 先 と の 情 報 共 有 、
「 協 働 」 の 取 組

11
お 客 様 か ら の 情 報 の
収 集 、 管 理 及 び 対 応

12 お 客 様 へ の 情 報 提 供

13 食 育 の 推 進

25Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.



○アセスメント研究会（参加計32社 団体 会合計6回）

課題・ニーズの抽出①
平成20年度、「アセスメント」、「企業行動の情報発信」、「地域活

性化」の３つのテーマの研究会に、食品事業者、関連事業者等の
参加を募り、「協働の着眼点」の活用方策の提言を取りまとめ。

研究会、パイロット事業の例を具体的に提案。このプロセスで、協
働によって取り組むべき課題、実際のビジネスにおけるニーズを抽
出。以後の研究活動等はこの提言を踏まえて展開。

○アセスメント研究会（参加計32社・団体、会合計6回）

(提言１)信頼向上のためのアセスメントの効率化に関する合意形成を進めること
(提言２）アセスメントに関する新たなビジネスモデルを構築すること
(提言３）アセスメントの効果を高める人材育成に取り組むこと

[提案された研究会・パイロット事業の例]
「工場監査項目の標準化・共有化」に関する研究、「セルフアセスメントシート」

の開発、「食品事業者業務評価基準」の研究開発、「企業姿勢等に関する評価
基準」の研究、「食品事業者（経営陣向け/パート・アルバイト従業員向け）研修プ
ログラム」の開発、「食の安全・信頼確保のための取組アセッサー技能習得プロ
グラム」の開発など 26



○企業行動の情報発信研究会（参加計30社・団体、会合計6回）
（提言１）関係者と連携して情報の整理、集積に努めること
（提言２）消費者が共感できる情報発信に努めること

[提案された研究会・パイロット事業の例]
「FCPポータルサイト（仮称）」の構築、「マスメディアとの意見交換のあり方」の

研究、「失敗から学ぶ情報発信のあり方」の研究、「消費者向けフードチェーン見
学ツアー」プログラムの開発、「消費者との対話を促進する情報発信のあり方」の
研究、「お客様相談窓口ネットワーク」の構築など

課題・ニーズの抽出②

研究、 お客様相談窓口ネットワ ク」の構築など

○地域活性化研究会（参加計26社・団体、会合計5回）
（提言１）食の付加価値向上を実現するビジネスモデルを構築すること
（提言２）多様な関係者間で協働を生み出す地域プラットフォームを構築すること
（提言３）地域の食品産業を内と外から支える多様な地域人材を養成すること

[提案された研究会・パイロット事業の例]
「協働の着眼点を活用したブランドマネジメント強化のあり方」の研究、「企業力

向上の場としてのマッチングフェア・商談会」の活用促進、地域プラットフォームの
構築と効果的な運営に関する研究、食の信頼向上をテーマにした地域住民参加
型活動モデルの構築など

27



「ＦＣＰ共通工場監査項目」
「 通 監査 す

具体的な社会技術（ツール）の例②

「FCP共通工場監査項目に関する
要求水準及び監査手法」

28



「FCP共通工場監査項目」の概要
事業者間における業務の課題

A社
監査項目

取引先によって、工場監
査項目が各社バラバラ

各社の監査項目の共有化が有効

Ｂ社
C社

Ｄ社

対応の為の
コスト増大

ＦＣＰ共通工場監査項目
（116項目）

Ａ社が求める監査項目 Ｂ社が求める
監査項目

Ｃ社が求める監査項目

Ｄ社が求める
監査項目

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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各社の監査項目を「協働の着眼点」に則したアンケートとして、棚卸し、
内容の共通する項目をまとめて、参加者が容認できる共通の表現ぶ
りをまとめるワークショップを開催。

破損した硬質物（金属・ガラス・硬質プラスチック）が、食材・製品に混入する
恐れがないか
工具類やネジ・ワッシャーが食材・製品に混入する恐れのある状態で放置して

いないか
ビニール片 紙片 シール片 テープ片 ゴム片など（硬質異物を除く）が

例えば、各社の監査項目事例

数多くある会社の監査項目を整理、まとめる!!

ビニ ル片、紙片、シ ル片、テ プ片、ゴム片など（硬質異物を除く）が、
食材・製品に混入する恐れのある状況にないか
器具の破損や機械・部品の放置がない
施設・設備の破損や錆など異物混入の危険性がない
製造機器類の部品、ボルト・ナット類の脱落防止措置がある などなど

30



ＦＣＰの工場監査シートでは・・・

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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工場監査項目の標準化・共有化の視点

②奥行き：「実施要求水準」

どの水準まで実施することを
求めるか？

①縦軸：「監査項目」

どの項目を監査するのか

③横軸：「監査手法」「目の細かさ」

どのような手法を使い、どの程度細
かく確認するか？

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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工場監査項目と要求水準、監査手法の例
共通工場監査項目116項目のうち、39番目の項目に対応する要求水準と監査手法の例を

以下に抜粋しました。
この要求水準及び監査手法は、実際の監査で採用されているものを取りまとめ、標準化し

たものです。全てのレベルを実際の監査の場で一律に必須項目として求めるような利用
は想定しておりません。

【監査項目】

項目番号 ３９

【要求水準】

（レベル１）
工場入出時の毛髪・埃除去の

【監査手法】

（レベル１）
○工場入出時の毛髪・埃除去の

工場入出時の毛髪・埃除去作業の
実施（粘着ﾛｰﾗｰ、ｴｱｼｬﾜｰなど）

工場入出時の毛髪 埃除去の
ルールがある。

（レベル２）
工場入出時の毛髪・埃除去の
ルールが掲示されている。

（レベル３）
工場入出時の毛髪・埃除去が
ルールどおり実施されている。

○工場入出時の毛髪 埃除去の
ルールを確認
・妥当な除去作業手順があるこ
と

（レベル２）
○工場入出時の毛髪・埃除去の

ルールが掲示されていることを
確認

（レベル３）
○工場入出時の毛髪・埃除去が

ルールどおり実施されているこ
とを確認

○ルールに基づくローラーやエア
シャワー、吸塵器等が設置され
ていることを確認

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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「ＦＣＰ共通工場監査項目」の活用例

自社内での活用

そのまま監査項目として使用
自社監査項目と比較

場監査に関する社内教育資料とし 使用 等

場
面
①

共通工場監査項目の活用方法は（標準化の効果を損なわない限り）、現場の状況
に応じ、各社の判断で多様なパターンを容認。
研究会参加者が現場で試行した結果のフィードバックを踏まえて、取りまとめ。

取引先工場の監査

新規取引時の監査

工場監査に関する社内教育資料として使用 等
①

取引先工場でそのまま使用
取引先工場へ監査を実施する前に、監査の視点として情報提供

場
面
②

（初回監査）
新規取引先工場へ監査を実施する前に監査の視点として情報提供

場
面
③

※平成2１年度工場監査試行結果アンケート結果より抜粋 34



「ＦＣＰダイアログ・システム」

具体的な社会技術（ツール）の例③

「作業シート」

35



「ＦＣＰダイアログ・システム」の特徴

消費者の階層化と対話のテーマ例

 消費者を大きく３階層に分け、対象階層毎に対話のテーマを例示

特
徴
①

３階層別コミ ニケ シ ン手法の例

各事業者が実施している消費者コミュニケーションの手法やテーマを棚卸しし、
類型化。消費者の特性に応じて、多様な手法やテーマを組み合わせる手引きと
して開発。

３階層別コミュニケーション手法の例

 対話の手法を整理し、３つの階層毎に適切な対話の手法の例示

特
徴
②

対話の手法とテーマの事例集
 消費者との対話の事例アンケートを基に、対話の手法とテーマの事

例集を作成

特
徴
③

FCPダイアログ・システムの実施手順

 対話による統合型コミュニケーションの実施手順をとりまとめ

特
徴
④

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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対象者
（食品事業者を除き、

商品の購買に影響を及ぼす
母集団）

対話の手法 対話のテーマ（コンテンツ）設定
対話結果の情報発信

（手段等）

●直接対話
【会議型】
・イベント、講演会、セミナー、
　勉強会
・会議（例．小規模な会員同士
　の会議）
・試食会（※1）
・自社モニター（第２階層）への
　インタビュー

【体験型】
・工場見学、店舗見学、体験

学習 産地交流

＜第２階層＞
食に関する質問・返答が
ある人

●直接対話
・最新関連情報（例．新しいもの、他の人が知らないこと）
・一般の方では分かりえない、市場情報や新生活情報
　（例．メタボリックシンドローム予防と特定保健用食品）
・食育、子育てなど（親子で参加）
・商品情報（例．おすすめ商品、商品事故の説明、商品規格
　（アレルギー物質、添加物等）など）
・商品開発（味、製品仕様（パッケージ表示、使い勝手）、
　消費者の意識、価格など）

●共通（直接対話、間接対話、ワンウェイ・コミュニケーション）
・関心あるテーマの吸い上げ（消費者へのヒアリング）
・現状の問題点に関する情報（消費者への情報発信）

【体験プログラムの実施等】
・工場見学体験プログラム
・料理教室
・小中学校への出張授業、
　食育体験教室

【企業からの情報発信等】
・お客様相談室
・ホームページ
　（ＰＣ・携帯電話）、
　ツイッター
・メールマガジン
・商品パッケージ

２ 第２階層に対する取組事例

37
■参考３：消費者との対話の取組事例集対話の対象者である消費者を３階層に分けたうえで、分科会参加企業・団体からのア

ンケート調査結果をもとに、対象別に各企業・団体の対話の取組内容を整理した。

　学習、産地交流
・料理教室、食育活動
・店頭、配達先
・電話（お客様相談室）

●間接対話
・アンケート
・手紙（返信）
・メール・メールマガジン
・ホームページ（ＰＣ・携帯電話）

●ワンウェイ・コミュニケーション
・啓発パンフレット
・広報誌
・カタログ
・店舗（ポスター、商品POP）
・商品パッケージ、食品表示
・広告媒体

■具体例

現状の問題点に関する情報（消費者への情報発信）
・食情報・調理情報
・企業の姿勢
・安全への取組、品質管理体制
・商品情報、商品アンケート、商品・サービスについての課題
　の検証、付加価値の案内
　（例．商品パッケージに記載していない食べ方などの補足
　　説明等）

●間接対話
・商品改善（例．お客様からのご指摘を受けて商品を改善）
・意識調査（例．くらし、商品の使い方、食の安全への意識等）

商品パッケ ジ
・販促物

【媒体を通した情報発信等】
・報道へのニュースリリース
・広報（新聞、雑誌、本）
・広告
　（ＴＶＣＭ、新聞、雑誌等）

※1：「試食会」の事例
　・試食をして、ワークショップ等を行い、食に関する情報の受発信を行う試食交流会を開催。子どもを預けられる保育もついており、
　　勉強会よりも敷居が低く、一般的な主婦が集まりやすい。

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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■参考１：対話のテーマの例

＜対話のテーマの例＞

【意識啓発、食に関する知識の向上】

・食育活動を通じた食のリテラシーの向上

・問題の提起

＜対話のテーマの例＞ ＜対話のテーマの例＞

第３階層第２階層第１階層

38

【第２、第１階層への影響】

・第３階層の声を借りて、メッセージを発信

・第３層からの情報発信を第２階層へ普及、第１階

層で検証するサイクルづくり

【意識啓発、食に関する知識の向上】

・発言力・影響力の高い第３階層の基調講演・

質疑応答を通じた直接啓発

・生活者の関心事（添加物、賞味期限、原産地

以下は、分科会で実施したアンケート結果を基に、 今後『「食の信頼向上」のための対話のあり方』について各階層別の対話の

テーマを設定する際の視点を整理したものである。

【興味喚起】

・企業・食のグッドニュース、商品に絡めた裏

話・開発秘話（こだわり）、「くらしの豆知識」

「食の知っ得情報」を提供

・わかりやすい情報を記憶に残るように提供

例．「私だったら、○○します」など明言

・影響力のある人、モノ、媒体の活用

・アニメを使用して関心を上げる

・食品の安全をはじめとするリテラシーの向上

【課題解決・問題提起】

・問題の本質と解決策の検討

・今後の問題、新しい課題の想定

【研究・調査】

・新しい情報の提供、情報の共有

・専門性の高いテーマ、グレーゾーンを持つテーマ

についての検討

【企業の取組の見える化】

・商品紹介と併せて品質管理体制について訴求

・企業の安全に対する理念等について情報提供

等）の深堀

・食育活動を通じた食のリテラシーの向上

・正しい情報の共有化、問題の経過と対策など

の勉強会

【ニーズの把握】

・第３階層に語ってもらう際の文脈作りや、食品

事業者が自社で発信する際のコンテンツ作り

のヒントを第２階層から収集

・個々のニーズに適した情報共有

【企業の取組の見える化】

・マスコミ情報などに対する企業の声

・企業の活動努力の見える化

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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第２階層：食に関する質問・返答がある人

●セミナー・講座など会場を使ったコミュニケーション。
●発言力・影響力の高い第３階層を講師に招いた講演、質疑応答を通じた啓発など正しい情報を共有しあう活動が中心となる。

●座談会など会場を使った会議体型のコミュニケーション。
●現状の商品や企業行動の評価・問題点を聞くなど消費者の問いを聞くために行うことも出来る。
●会場での質疑や会話のやり取り、事後のアンケート等を通じて、この層のニーズを引き出す。

●工場など食品事業者の現場を使ったコミュニケーション。

セミナー・出前講座
直接
対話

グループディスカッション
直接
対話

工場・店舗見学・試食会
直接
対話

２ 第２階層向けとして適当と考えられるコミュニケーション手法

39（FCPダイアログ・システムから抜粋）

● 場など食品事業者の現場を使った ミ ケ ション。
●現場の体験を通じて、企業の安全に対する取り組みや理念を直接見てもらう。また工場見学ルートを「協働の着眼点」をもとに見直し、

説明方法の工夫を図る。
●会場での質疑や会話のやり取り、事後のアンケート等を通じて、この層のニーズを引き出す。
●見学会、試食会開催後に会議室での議論を行うなど、対話を行う為の導入部として使うことも可能。

●食の安心・安全について感じていることをテーマにアンケートを行い、コミュニケーション・テーマについての課題を抽出する。
●自社のお客様モニター、メールマガジン会員等を持っている場合は、モニターへの調査がこれに当たる。無い場合は別途アンケート調査を行う。

●お客様相談室へ寄せられる、消費者の声を分析する。
●コミュニケーション・テーマに関連すると思われる問い合わせ内容を分析し、課題を抽出する。

●コミュニケーション・テーマについて、消費者の問いに対する回答を自社ホームページに掲載する。
●自社ホームページは自社の意見が表明出来る場である。「協働の着眼点」を活用しながら分かりやすい表現を行う。

お客様相談室への問い合わせ分析
間接
対話

お客様モニターへのアンケートの実施
間接
対話

ホームページ等の自社で運用する媒体で
の発信

間接
対話

●商品パッケージに、お客様からの問いに対する回答を掲載することで、商品を通じたコミュニケーションを行う。

商品パッケージを活用した発信
間接
対話

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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B

A

FCPダイアログ・システム作業シートは、1．消費者コミュニケーションの棚卸し 2．消費
者コミュニケーション戦略のレビューの手順を踏む。この作業シートを活用することで、
日常業務では明確になりにくい多くの「気づき（反省・課題）」を得ることができ、現在の
消費者コミュニケーションのPDCAサイクルにおいて、改善（A）、次の戦略立案（P）に役
立てることを目的とする。

それぞれの取組における課題や反省点を明確にする

対話の取組について整理する

「FCPダイアログ・システム 作業シート」の概要

１．消費者コミュニケー
ションの棚卸し

C

D

E

次年度の消費者コミュニケーション戦略に反映する

自社における消費者コミュニケーション戦略につ
いての課題、反省点を明確にする

分析結果の活用状況について確認する

取組結果の分析と社内共有の状況を確認する

２．消費者コミュニケー
ション戦略のレビューと
次期戦略への反映

F

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.
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 社内の各部署が消費者対話を行っていることが改めてわかり、社内消費者コ
ミュニケーションの「見える化」につながる。

 従来“漠”としたイメージだった「消費者とのコミュニケーション」が、消費者を階
層分けするだけで、具体的・論理的に考えることが出来るようになった。

 するべき課題がはっきり意識され反省に繋がった。一度作成してみるべきだと
感じた。

 全社ではもっと様々な取り組みがあるのではないかと感じた。日頃から作業

「作業シート」使用者からのコメント

シートのようなものを使って情報共有をしていくことが必要だと感じた。

41
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作業シート例の公開

42

「作業シート」を多くの方にお使いいた
だけるよう、作業シートの記載事例
13例をFCPホームページ上で公開

http://www.food-communication-project.jp/study/study_15.html

Copyright (C) 2012 MAFF All Rights Reserved.



開発された社会技術の特徴①

 実務ニーズに対応

 多様なトップランナーの参加、合意形成

一種の公共財
オープン・アーキテクチャ ※

※「多様な自律的な力を有効に結合する構造」（國領二郎）

⇔スピーディ。業界全体の合意ではない。

 状況に応じて柔軟に利用可能

⇔拘束力は弱い。

 フィードバックを得て、見直しを想定。柔構造。

⇔固定的ではない。

 著作権は農林水産省

⇔特定の事業者が独占、寡占することは不可。
43



開発された社会技術の特徴②

開発のス
ピード

官民協働
志向

適用の
柔軟性

全体の
拘束力

一元管理
型の展開

自律分散
型の展開

FCPの
ツール

◎ ◎ ◎ × × ◎

律法律によ
る規制

× × × ◎ ◎ ×

行政の任
意規格、
標準

△ ○ ○ △ △ 〇

業界団体
のガイド
ライン

○ × △ △ 〇 △
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FCPで開発された社会技術の特徴③

利 利
非

作成局面
協働作業

FCPのツール

行政の任意規格、
標準（JAS等）

 ここでは、社会技術の作成局
面における多様な主体の参画
を縦軸に、利用局面における
非排除性を横軸にして、信頼
に関連すると考えられる個別
技術をマッピングした。

自律分散型展開

利
用
限
定

用
局
面

非
排
除

参加限定

法律規制業界団体の
ガイドライン

45

民間企業開発
のツール 一元管理型展開

民間の任意
規格、標準



フード・コミュニケーションに関する
新たな課題抽出、社会技術開発の可能性

 「食」への信頼は、複雑化する社会情勢を象徴するテーマ
 関係者の数が多く、多様性に富み、お互いの利害も錯綜
 一律の対応を求める一元管理型の取組では不十分

自律分散型の展開に適した新たな社会技術の開発が有効

産学官の「協働」により以下のような分野で新たな課題の抽出、
新しい社会技術の創発等が期待される。
 アセスメント
 消費者コミュニケーション
 地域活性化
 人材育成
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フード・コミュニケーションに関して
産学官の「協働」による
新たな社会技術の可能性を探ります。

本日のワークショップの目的

まずは 関係者でテ ブルを囲み

47

まずは、関係者でテーブルを囲み、
フード・コミュニケーションについて、
様々な立場、考え方があることを実感。
「同じところ」「違うところ」を認め合い、
今後の「協働」の可能性について、
気楽にまじめな話し合いを体験します。



まずは、「ジブンガタリ」

 本日の講演を聞いて、「自分が大切だと思うこと」を３つ選ん
でカードに記入し、パネルに貼り、自己紹介とともに話します。

ワークショップの進め方

つぎに、「キズナガタリ」

 パネルのカ ドを見ながら 疑問に思った点 気づいた点な

48

 パネルのカードを見ながら、疑問に思った点、気づいた点な
どを話し合います。

さいごに「ミライガタリ」

 本日のワークショップを通じて「協働に期待すること」、「協働
でやってみたいこと」をカードに記入し、一言コメントします。

この内容を全体で共有して、終了です。



「再び」協働の枠組みの運営の考え方

協 働 競 争

WIN-WIN

相手の意見傾聴

ZERO-SUM

自分の意見主張相手の意見傾聴

同じところ探し

DIALOGUE

標準化・共有化

自分の意見主張

違うところ探し

DEBATE

差別化・差異化
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参加のスタンス

話し方 聴き方

①対等に関わり、多様性を尊重する

②情報の取り扱いは、各自が責任を持つ

③心を開いて、思いや悩みを素直に語る

④相手の身になって「よく聴く」

ワークショップのルール グループ①

話し方、聴き方

答えの出し方

④相手の身になって「よく聴く」

⑤あるべき論で相手をやっつけない

⑥「なぜ？」と問い、話を積み重ねていく

⑦可能性を一緒に見つけ出していく

気楽にまじめな話し合いをお楽しみください！



2012年度 日本フードシステム学会秋季研究会

「FCP地域ブランチにおける産学官連携
ー岩手ブランチの取組から」

2012年11月17日

青森中央学院大学

塩谷 未知



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

本日の発表内容

 岩手県の食産業

 岩手ブランチ参加者

 岩手ブランチのＦＣＰ活用

岩手県 食産業施策 推移

岩手県＆青森中央学院大学

 岩手県の食産業施策の推移

 第1ステージ

 第2ステージ（ＦＣＰの導入）

 第3ステージ（東日本大震災後）

 第３ステージ食産業施策

 おわりに

1



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

岩手県の食産業

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

（単位：億円）

被災前に
戻し

さらに飛躍

岩手県における食産業製造出荷額の推移

岩手県＆青森中央学院大学
2

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

食料品製造業 3,296 3,145 3,076 3,086 3,141 3,076 3,270 3,331 3,596 3,594 3,315

水産加工品製造業 845 759 701 716 716 649 718 751 790 747 631

0

500

1,000

出典：岩手県農林水産統計年報、工業統計調査

企業誘致、観光、公共事業

加えて食産業の活性化は経済波及効果は過疎地ほど大きい



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

現在、６金融機関、３３食品事業者等及び３県機関が参加（H23.2.10）

・小野食品㈱（釜石市） ・㈱川秀 （山田町） ・㈱北舘製麺 （八幡平市） ・㈱エピ（花巻市）

・㈱長根商店 （洋野町） ・白石食品工業㈱ （盛岡市） ・府金精肉店 （岩手町）

・㈱鈴清食品 （一関市） ・㈱八木澤商店 （陸前高田市） ・㈱アマタケ（大船渡市）

・㈱ハローワーク（大船渡市） ・(合)サネバネ本舗（盛岡市） ・㈲木村商店（宮古市）

・㈱南部美人（二戸市） ・㈱門崎（一関市） ・久慈市漁業協同組合（久慈市）

・田老町漁業協同組合 （宮古市） ・野田村漁業協同組合（野田村） ・㈱浅沼醤油店（盛岡市）

・岩手県産㈱（盛岡市） ・作山ファーム（紫波町） ・㈱マーマ食品（花巻市） ・㈱青三（紫波町）

食品事業者等

岩手ブランチ参加者

岩手県＆青森中央学院大学

・岩手銀行 ・東北銀行 ・北日本銀行

・日本政策金融公庫盛岡支店

・岩手県信用保証協会

・商工組合中央金庫盛岡支店

金融機関

岩手県産㈱（盛岡市） 作山ファ ム（紫波町） ㈱マ マ食品（花巻市） ㈱青三（紫波町）

・北奥機械㈱（紫波町） ・ハコショウ食品工業㈱（花巻市） ・岩泉乳業㈱（岩泉町）

・㈲黄金製麺所（北上市） ・㈱ニチレイフレッシュファーム（洋野町） ・南部ぴっつあ（盛岡市）

・㈱中央臨床検査研究所（盛岡市） ・㈱盛岡臨床検査センター（盛岡市）

・㈱フードサービスネットワーク（東京） ・イオンスーパーセンター株式会社（盛岡市）

・（地独）岩手県工業技術センター

・（財）いわて産業振興センター

・岩手県（商工労働観光部、農林水産部、環境生活部）

行政機関

3



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

モノ（商品）

“見えている”のは
氷山の一角

企業活動の“見える化”が「経営転換→産業構造転換」のきっかけに

①消費者

②取引先

「見える化」
がビジネス
チャンスを

生む

顧客との
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

岩手ブランチのＦＣＰ活用（1）－活動理念

岩手県＆青森中央学院大学

シクミ
（プロセス）

ココロ
（経営理念）

協働の着眼点

ベーシック１６

商談会シート
協力者との
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

情報開示+コミュニケーション=“顧客密着経営”に活路

③ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰ

④行政・金融機関
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「2012年度日本フードシステム学会研究会」

岩手ブランチのＦＣＰ活用（2）

“見える化”による
県内外ネットワーク

食のパワーアップ事業
（モデル事業委託、雇用創出）

農水省報告会

都道府県担当者意見交換会

いわて食産業交流会
（県内ＦＣＰセミナー）

食のマッチングフェア

ＦＣＰ商談会シート活用・普及

米粉製品セミナー

復旧・復興支援

2011年8月（震災後初）
いわて食のビジネス大交流会

三重県でのセミナー
（新歳復興はコミュニケーションから）

食産業復興戦略

岩手県＆青森中央学院大学
5

“産官学金”による
連携サービス

地場産業づくり

（モデル事業委託、雇用創出）

ＦＣＰモデル企業・事業育成

品質管理支援サービス

商品開発支援サービス

ＦＣＰを「インフラ、ＯＳ、旗印、合言葉、バック
ボーン」に食産業の活性化を推進

ＦＣＰ最高格付け企業の出現

農商工連携サービス

成長資金支援サービス

“協働の着眼点”を
鏡に自社診断

“協働の着眼点”を
基に事業承継・経営計画策定

地域資源ネットワークによる
ビジネス創出

ＦＣＰ
ＦＣＰ本体からの
サービス



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

岩手県の食産業施策の推移（1）

 PR・イベント行政

 マーケットに岩手県産品の良さを知ってもらう

 加えて、物産展・アンテナショップ・商談会

 予算を出して「場」を提供

加 重点企業支援 タ 成

第１ステージ：企業誘致に加えて、地場産業である食産業の育成強化へ

岩手県＆青森中央学院大学

 加えて、重点企業支援・クラスター形成、民間力の活用

 1次・2次・3次産業まで範囲を広げ現場へ

 行政も「見える化へ」

6

商品（モノ）を中心に市場と結びつける

下支え政策から重点企業支援・民間力活用に



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

岩手県の食産業施策の推移（2）

 重点企業支援・農商工連携・6次産業化

 民間力の活用

 2009年6月FCPの導入（岩手ブランチ発足）

ＦＣＰ＝「旗印」「合言葉」「インフラ」「ＯＳ」「バックボ ン」に 「見

第２ステージ：ＦＣＰの導入による「見える化」推進

岩手県＆青森中央学院大学

 ＦＣＰ＝「旗印」「合言葉」「インフラ」「ＯＳ」「バックボーン」に、「見
える化」「見せる化」による食の信頼回復とビジネス創造
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商品（モノ）に加えて、企業の仕組み（シクミ）や経営理念・
意思・企業文化（ココロ）の「見える化」

あらゆる面で「見える化」を図り、食の信頼回復と食産業活
性化の推進

県内食産業の繋がりが深くなると同時に、農水省主催の
報告会等（他流試合）によるネットワーク拡大



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

岩手県の食産業施策の推移（3）

 東日本大震災と復旧・復興対応

 ＦＣＰ食の交流会

 グループ補助金

 食産業復興支援

 地域コーディネート事業

第3ステージ：東日本大震災後の対応

岩手県＆青森中央学院大学

 地域コ ディネ ト事業

 地域資源のネットワーク化と地場産業づくり

 県南振興局による「みえる化」シート活用地場産業活性化
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ＦＣＰによる共通の価値観・危機感を持った人材が活躍

「見える化」推進による地域資源の集積

地域に根ざしたＦＣＰ人材を活用した地域振興



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

岩手県の第３ステージ食産業施策：東日本大震災後（1）

 2011年8月：いわて食のビジネス交流会（大震災後初）
 FCP参加企業・団体、いわて食のパワーアップ事業、沿岸地域食品事業者復

興支援事業、いわて農林水産業6次化チャレンジ支援事業及びいわて農林水
産業6次産業化スタートアップ支援事業実施支援者

 商工労働観光部産業経済交流課、農林水産部流通課

 農水省、東大農学部、イトーヨーカドー、キュピー、日本能率協会、フードサー
ビスネットワーク

大震災の状況報告

復旧・復興対応：復旧・復興に向けての一つの区切り

岩手県＆青森中央学院大学

 大震災の状況報告

 県内取組
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フードチェーンで考えるＦＣＰの思考が共有されていた
お互いの強み・仕組みの「見える化」の重要性が共通認識
商品だけでなく地域の食産業として考えられる人材が育っていた

復旧・復興対応：ハードの復旧支援

 ハードの復旧支援
 中小企業等復旧・復興支援補助事業（通称グループ補助）

 17グループ128社（食関連企業）

 水産加工業者生産回復支援事業（通称ヤマト補助）



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

岩手県の第３ステージ食産業施策：東日本大震災後（2）

 地域コーディネート事業

 盛岡、県南、大船渡、釜石、宮古、久慈、二戸各地域に食産業地域連携
・食産業復興推進コーディネーターを委嘱

 ＦＣＰいわてブランチを核に企業間連携を促進し、地域資源ならではのビ
ジネスモデルを県内各地に創出＝食産業の活性化

 「ＮＥＷ三陸ブランドの構築」

食産業復興支援：再開→ハード支援→ソフト支援（商品開発・販路回復・取引拡大）

岩手県＆青森中央学院大学

 水産加工業者へのトヨタ生産方式の導入

 量販店と連携した放射性物質対策

 三陸復興商品力向上プロジェクト
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設備や商品だけでなくシクミなどのソフトを重視
地域のフードチェーンで考えるＦＣＰの思考の活用
コーディネーターはＦＣＰ岩手ブランチのメンバー



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

岩手県の食産業施策第３ステージ：東日本大震災後（3）

 南いわて食産業クラスター形成ネットワーク（県南地域振興局）

 プラットフォーム戦略

 プラットフォームの形成

 多くの関係する企業を“場”に乗せる

 マッチング機能＝交流を促す“場”の提供

 プラットフォームの機能（その1）

地域資源のネットワーク化と地場産業づくり

岩手県＆青森中央学院大学

 個別に対応していては時間とコストがかかるサービスの提供

 人材育成、ビジネスパートナー、販路開拓、制度活用

 企業連携に必要なパートナーの情報の開示と連携の加速

 “提案みえる化シート”の作成と活用
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経営資源・経営意思の“見える化”によるネットワーク形成
緩やかな連携組織体による地場産業の活性化
ハード（設備）とソフト（企画・開発・技術・ノウハウ）を共有し、
コンテンツ（ビジネス）の構築を目指す



「2012年度日本フードシステム学会研究会」

おわりに

 ＦＣＰを食産業施策の合言葉・旗印に

 商品（モノ）中心から、製造・流通・販売のプロセス（シクミ）や経営理念・
経営の意思（ココロ）まで施策の範囲がより拡大

 フードチェーン全体で考える志向が強まった

 お互いに経営資源を“見える化”することの重要性を認識

 震災復旧復興における地場産業の急激な変革

経営意思の早期“見える化”（経営意思の宣言実行）が効果を生む

岩手県＆青森中央学院大学

 経営意思の早期“見える化”（経営意思の宣言実行）が効果を生む

 事業再開や雇用の約束など

 企業連携が進む

 新しい繋がり

 消費者、ＮＰＯなどの民間組織、民間企業の支援

 民間の力を活用した地場食産業の復興及び活性化戦略

 地域に根ざした企業による持続するコーディネート力に期待

 地域資源の“見える化”による食ビジネス創出
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３年間の研究成果と課題

平成24年度第3回「ＦＣＰ普及・戦略」研究会 資料４

2013年2月1日

東京大学大学院農学生命科学研究科

中嶋 康博



これまでの活動の展開

• 農林水産省フード・コミュニケーション・プロジェクト

– 協働の着眼点（抜粋版としての「ベーシック16」）

– 研究会・勉強会

– 開発ツール

• 農林水産政策科学研究委託事業「消費者重視など農林水産政策科学研究委託事業 消費者重視など
社会的責任の観点から見た食品事業者の行動の
分析・検証並びに当該行動の透明性向上及び評価
の適正化に関する研究（新たな食の信頼向上活動
の効率性及び政策支援の有効性に関する研究）」
（平成22～24年度）

– 産官連携活動⇒産官学連携活動へ発展

– 「学」の役割：評価



研究活動

• 食の信頼低下の現状把握

• 「食の信頼」とは何か：概念・枠組み整理

→食の信頼論の構築

• 食の信頼向上活動の手法の検討

• 食の信頼向上活動の効果検証



成果

• 食品に対する高信頼・低信頼型消費者の発見

– 消費者コミュニケーションにおけるアプローチと役
割分担

• 懸念の連鎖（不信の玉突き）構造の解明

• 食の信頼論における2つの視角

– 食の経験と食の信頼

– （広義の）フードチェーンにおける食のステークホ
ルダーの安全確保行為に対して信頼できるかど
うか（食の信頼）が、食の安心を形成する

• 安心と信頼のパラドックスの発見

• 産官学連携型教育のあり方と可能性の検証



食品に対する高信頼・低信頼型消費者の発見

回答をもとに，クラスター分析によって個人を３グループ
【①低信頼，②中信頼，③高信頼】に分類

そ
う
思

わ
な
い

2 5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0
そ
う
思
う

1.0

1.5

2.0

2.5

今
の
メ
ー
カ
ー
は
公
的
機
関
の
監
視
の
も

と
、
み
な
安
全
・衛
生
対
策
を
取
っ
て
い
る

の
で
信
頼
で
き
る

販
売
さ
れ
て
い
る
も
の
は
、
そ
の
小
売
店
で

事
前
に
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
て
い
る
は
ず
だ
か
ら

信
頼
で
き
る

Ｔ
Ｖ
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
を
す
る
ぐ
ら
い
Ｐ
Ｒ
に

お
金
を
か
け
る
な
ら
、
信
頼
で
き
る

ど
の
よ
う
な
人
が
作
っ
て
い
る
か
を
伝
え
よ

う
と
努
力
し
て
い
る
企
業
の
も
の
は
信
頼

で
き
る

製
造
す
る
現
場
の
様
子
を
知
ら
せ
て
い
る

も
の
は
信
頼
で
き
る

衛
生
や
品
質
を
保
証
す
る
マ
ー
ク
の
つ
い
て

い
る
も
の
は
信
頼
で
き
る

Ｔ
Ｖ
番
組
や
雑
誌
記
事
で
紹
介
さ
れ
て
い

る
も
の
は
信
頼
で
き
る

親
し
い
友
人
が
勧
め
て
く
れ
た
も
の
は
信

頼
で
き
る

低信頼 中信頼 高信頼



懸念の連鎖（不信の玉突き）構造の解明（１）

〈原材料ミスによる不信〉

2.2
2.4
2.6
2.8

3
3.2
3.4
3.6
3.8

4

CL1

CL2

CL3

巻き込まれ度

CL1: 低信頼／CL2: 中信頼／CL3: 高信頼

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

食肉加工品 牛乳・乳製

品

冷凍食品 水産加工食

品

野菜漬け物 弁当・そうざ

い

和生菓子 洋生菓子 ﾋﾞｽｹｯﾄ･ｽﾅｯ

ｸ菓子

豆腐 果汁ジュー

ス

ワイン

2.2
2.4
2.6
2.8

3
3.2
3.4
3.6
3.8

4

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

大

手

中

小

零

細

食肉加工品 牛乳・乳製

品

冷凍食品 水産加工食

品

野菜漬け物 弁当・そうざ

い

和生菓子 洋生菓子 ﾋﾞｽｹｯﾄ･ｽﾅｯ

ｸ菓子

豆腐 果汁ジュー

ス

ワイン

CL1

CL2

CL3

巻き込み度



懸念の連鎖（不信の玉突き）構造の解明（２）

【高信頼】

〈原材料ミスによる不信〉

【低信頼】

【中信頼】



食の信頼論における2つの視角（１）

〈食の経験と食の信頼のループ〉

食の経験 食の信頼食の経験 食の信頼

【フード・コミュニケーション】
食品事業者からの発信

経験と信頼のループを強化する、復活させる



食の信頼論における2つの視角（２）

〈食の安心における信頼の役割〉

安全

規格・基準群

安心
安全性への確信

望んでいる食品を
確実に確保できる
と予想している状態

信頼

関係者の適切な行動
への予想

基本モデル

リスク評価 リスク管理 リスク制御 リスク回避

リスク評価機関
科学者

リスク管理機関
行政 食品事業者 消費者

安全性への確信
（安心）

フードチェーンのステークホルダー
に対する信頼が、安全性への確信
につながる

信頼の欠如・低さが、リスク知覚の
要因

フードチェーン
モデル



安心と信頼のパラドックスの発見（１）

〈リスク低減の可能性についての意識〉
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産官学連携型教育のあり方と可能性の検証



FCP研究のさらなる発展へ向けて

• 卓越した「コミュニケーション」の意義

– 「食の情報」提供の必要性：新しい（ネオポストモ
ダン型）消費社会における規範

– 「食の情報」構築の可能性：隠さない、囲い込まな
い とが生み出す経済的可能性いことが生み出す経済的可能性

– 食の情報を伝える手段・社会的制度としての
「フード・コミュニケーション」の可能性



未来への展望
◇「社会技術」としての「フード・コミュニケーション

（FC）」の可能性

• 社会技術

– 堀井秀之『問題解決のための「社会技術」』『社会
技術論』

（独）科学技術振興– （独）科学技術振興
機構「社会技術研究
開発センター
（RISTEX）」

http://www.ristex.jp/aboutus/principle.html



未来への展望
◇「学」の新たな役割：評価から設計へ

• 考慮すべき事項

– 食料産業（農業・食品産業）と消費社会において、
共通して観察され、これまでも、そしてこれからも
維持されるであろう「多様性」、「柔軟性」、「零細
性」 「伝統性」に配慮し 「新規性」 「革新性」性」、「伝統性」に配慮し、「新規性」、「革新性」、
「科学性」を充実させること



未来への展望
◇「学」の新たな役割：評価から設計へ

• 食の安全・信頼確保における事業者の自発的な取
り組み⇒フードチェーンにおける全てのステークホ
ルダーの参加

• 安全・信頼手法の開発：パラダイムの展開安全 信頼手法の開発 ラダイ の展開

– 行政規制⇒企業の自主管理⇒フードシステム総
体での協働の取り組み

– 安全・品質保証＋卓越したコミュニケーション（リ
スク分析との類似性、ただし利害関係者によるコ
ミュニケーションが信頼をいかに得るかというさら
なる信頼問題の存在）



未来への展望
◇FCの基礎研究

• 消費者調査：情報と行動に関する社会科学分野の
学融合的分析（経済学、心理学、信頼論）

• 「表示」を超える「フード・コミュニケーション（FC）」⇒
情報技術の適用可能性の検討

• 協調・協働型のシステム設計の可能性⇒信頼ゲー
ム、ネットワーク協力ゲームなどによる互酬性研究



未来への展望
◇FCの応用研究

• 情報の標準化⇒新たな表示手法

• 信頼度指標

• 認証制度（標準情報の適合性、情報の真正性の評
価と伝達手段）⇒国際的展開

農業版協働の着眼点⇒フ ドチ ンをフルカバ• 農業版協働の着眼点⇒フードチェーンをフルカバー

• 地域振興：6次産業化、農商工連携支援

• 産官学連携型の新しい食育（大学・大学院・市民教
育における「食の信頼論」「フード・コミュニケーション
論」）



ご静聴ありがとうございましたご静聴ありがとうございました



日本フードシステム学会フード・コミュニケーション部会立ち上げについて 

 
平成 25 年 2 月 1 日 

FCP 普及・戦略研究会幹事会 
 

FCP 普及・戦略研究会の活動計画では、「FCP の持続展開のための取組」として、「学

会等との交流・連携の可能性検討を行う」ことを位置づけています。 
この具体的な展開として、日本フードシステム学会の秋季研究会（11 月 17 日開催）を

本研究会との共催とし、成功裡に開催することが出来ました。 
日本フードシステム学会では、秋季研究会の結果を踏まえて、産学官が協働して研究活

動に取り組むフード・コミュニケーション部会の立ち上げを計画しています。（現時点での

フード・コミュニケーション部会の概要は別紙のとおりです。） 
一方、本研究会では、7 月 17 日の第一回会議で 

１ 研究者から、食品事業者や関連事業者、消費者、行政担当者等に有益と考えられる食

の信頼に関する最新の研究成果を報告する機会を設けること 
２ 食品事業者や関連事業者、消費者、行政担当者等から、研究者に対して、実務上求め

られている研究テーマを提案する機会を設けること 
３ １・２を踏まえて、食の信頼に関する課題を解決するための社会技術（「フード・コミ

ュニケーション」という）について、研究の企画を検討する場を設けること 
４ 上記のほか、フード・コミュニケーションや関連する新たなビジネスを生む活動が創

発することを促すため、関係者の交流の機会を設けること 
にチャレンジすることを申し合わせています。 
この本研究会の活動目的を達成するためには、フード・コミュニケーション部会の活動

の発展に協力することが最も効果的と考えられます。具体的には、これまでの本研究会の

活動の成果をフード・コミュニケーション部会の活動に反映させ、今後のFCP 活動の持

続性を高めてはどうかと考えております。 
今後の本研究会の活動において、フード・コミュニケーション部会の円滑な立ち上げ支

援並びに立ち上げ後の同部会に対する研究テーマ提案及び研究活動支援に取り組むことを

ご提案します。 
 今後、本研究会は、以下の活動を展開することとしてはどうでしょうか。 
１ フード・コミュニケーション部会の活動方針案が、産業界にとって魅力的なものとな

るよう、求めに応じて日本フードシステム学会関係者との意見交換に参加すること 
２ フード・コミュニケーション部会立ち上げの準備活動として研究者等が開催する勉強

会へ、求めに応じて参加すること 
３ 関係者のフード・コミュニケーション部会への参加を促すこと 
４ 自社のフード・コミュニケーション部会への賛助会員としての参加を可能な範囲で検

討すること 
５ フード・コミュニケーション部会立ち上げ後に、部会で行うべき研究活動を提案する

とともに、研究活動に多角的に協力すること 

資料５ 



（別紙） 
 

フード・コミュニケーション部会の概要（平成25年2月時点の案） 

 
１ 部会の目的 
  食の信頼に関する課題を解決するための社会技術（以下「フード・コミュニケーショ

ン」という）について、学際的な研究及び食品業界、食品行政当局と研究者との間での

産学官協働の研究を推進するため、フード・コミュニケーション部会を設ける。 
 
２ 想定される活動概要 
  フード・コミュニケーション部会では、以下の活動を実践することとする。 
 (1)フード・コミュニケーションの概念整理等、基礎的な研究 
 (2)新たなフード・コミュニケーションに関する実践的な研究 

(3)(1)及び(2)の研究を促進するため、研究者から、食品事業者や関連事業者、消費者及

び行政担当者並びに他の研究者に対してフード・コミュニケーションに関する研究成

果を報告する機会を設けること 
 (4) (1)及び(2)の研究を促進するため、食品事業者や関連事業者、消費者、行政担当者か

ら、研究者に対して、実務上求められている研究テーマを提案する機会を設けること 
(5)上記の他、フード・コミュニケーションに関する新たな研究や新たなビジネスを生む

活動が創発することを促すため、関係者の勉強会その他の交流の機会を設けること 
(6)農林水産省の了承を得て、同省の主催するフード・コミュニケーション・プロジェク

トに関する報告会、勉強会、研究会等へ参加すること 
 
３ 想定される構成 
 (1)日本フードシステム学会の会員であって、フード・コミュニケーション部会への参加

を申し出た者（学会費に加えて年会費 2 千円納入を想定） 
 (2)日本フードシステム学会の賛助会員であって、フード・コミュニケーション部会への

参加を申し出た企業等の社員（賛助会員（企業等）の年会費 2 口以上納入を想定） 
 (3)フード・コミュニケーション部会が必要と認めたFCP 普及・戦略研究会の参加者 
 
４ 想定されるスケジュール 
 3 月~5 月 フード・コミュニケーション部会の円滑な立ち上げを準備するための勉強会

開催（研究者のグループ形成、食品事業者等との意見交換実施、部会活動計

画案の検討） 
6 月   日本フードシステム学会総会（6 月 15 日）におけるフード・コミュニケーシ

ョン部会設立の正式決定。 
     部会への参加者募集活動、賛助会員の募集活動の本格化。 
     平成 25 年度の部会活動計画の決定、実行。 


